
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）令和  2 年  4 月  1 日　（至）令和  3 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　温和会
（単位：円）

保育事業収入 000,197,234 045,506,824 064,581,4

放課後児童健全育成事業収入 069,571,92 043,941,82 026,620,1

経常経費寄附金収入 000,04 000,02 000,02

受取利息配当金収入 006,71 327,9 778,7

その他の収入 214,215,31 254,369,11 069,845,1

事業活動収入計(1) 279,635,574 550,847,864 719,887,6

人件費支出 635,807,372 424,938,172 211,968,1

事業費支出 639,311,18 914,005,87 715,316,2

事務費支出 000,080,73 386,342,33 713,638,3

支払利息支出 000,558 504,818 595,63

その他の支出 000,090,5 017,788,4 092,202

事業活動支出計(2) 274,748,793 146,982,983 138,755,8

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 005,986,77 414,854,97 419,867,1△

施設整備等補助金収入 002,372,032 002,372,032 0

その他の施設整備等による収入 520,162,593 520,162,593 0

施設整備等収入計(4) 522,435,526 522,435,526 0

設備資金借入金元金償還支出 000,030,8 000,400,8 000,62

固定資産取得支出 062,213,867 210,159,767 842,163

ファイナンス・リース債務の返済支出 000,006,3 253,284,3 846,711

施設整備等支出計(5) 062,249,977 463,734,977 698,405

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 530,804,451△ 931,309,351△ 698,405△

積立資産取崩収入 000,271,631 068,963,531 041,208

その他の活動による収入 000,06 212,85 887,1

その他の活動収入計(7) 000,232,631 270,824,531 829,308

積立資産支出 000,000,54 000,000,54 0

その他の活動による支出 000,06 212,85 887,1

その他の活動支出計(8) 000,060,54 212,850,54 887,1

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,271,19 068,963,09 041,208

予備費支出(10)
000,211,1

0
― 000,211,1

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 564,143,31 531,529,51 076,385,2△

前期末支払資金残高(12) 0 447,761,101 447,761,101△

当期末支払資金残高(11)+(12) 564,143,31 978,290,711 414,157,301△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

予備費支出　5,208,000円

退職給付支出へ89,000円、修繕費支出へ600,000円、土地建物賃貸料支出へ1,000,000円、賃借料支出へ1,516,000円

燃料費支出へ3,000円、職員被服費支出へ500,000円、保健衛生費支出へ500,000円、利用者等外給食費支出へ1,000,000円充当



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）令和  2 年  4 月  1 日　（至）令和  3 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　温和会
（単位：円）

保育事業収益 000,436,724 585,998,444 585,562,71△

放課後児童健全育成事業収益 088,021,92 626,891,13 647,770,2△

経常経費寄附金収益 000,02 000,02 0

サービス活動収益計(1) 088,477,654 112,811,674 133,343,91△

人件費 741,930,972 990,789,592 259,749,61△

事業費 914,005,87 834,123,57 189,871,3

事務費 386,342,33 209,814,03 187,428,2

減価償却費 507,134,04 381,139,14 874,994,1△

国庫補助金等特別積立金取崩額 177,942,02△ 233,407,12△ 165,454,1

サービス活動費用計(2) 381,569,014 092,459,124 701,989,01△

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 796,908,54 129,361,45 422,453,8△

受取利息配当金収益 327,9 802,85 584,84△

その他のサービス活動外収益 254,369,11 588,177,41 334,808,2△

サービス活動外収益計(4) 571,379,11 390,038,41 819,658,2△

支払利息 504,818 773,958 279,04△

その他のサービス活動外費用 017,788,4 0 017,788,4

サービス活動外費用計(5) 511,607,5 773,958 837,648,4

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 060,762,6 617,079,31 656,307,7△

経常増減差額(7)=(3)+(6) 757,670,25 736,431,86 088,750,61△

施設整備等補助金収益 002,372,032 0 002,372,032

特別収益計(8) 002,372,032 0 002,372,032

固定資産売却損・処分損 0 1 1△

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） 971,487,4△ 0 971,487,4△

国庫補助金等特別積立金積立額 002,372,032 0 002,372,032

特別費用計(9) 120,984,522 1 020,984,522

特別増減差額(10)=(8)-(9) 971,487,4 1△ 081,487,4

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 639,068,65 636,431,86 007,372,11△

前期繰越活動増減差額(12) 656,353,903 020,919,362 636,434,54

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 295,412,663 656,350,233 639,061,43

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 068,963,531 000,003,53 068,960,001

その他の積立金積立額（16） 000,000,54 000,000,85 000,000,31△

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 254,485,654 656,353,903 697,032,741
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第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
令和  3 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　温和会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 945,344,502 805,343,431 140,001,17

  現金預金 585,803,701 209,481,29 386,321,51

  事業未収金 822,649,52 893,533,9 038,016,61

  未収金 682,554,13 189,813 503,631,13

  未収補助金 631,526,63 005,513,13 636,903,5

  立替金 705,528,2 192,103 612,425,2

  前払金 000,02 000,02 0

  前払費用 708,262,1 634,768 173,593

固定資産 495,650,962,1 271,861,720,1 224,888,142

基本財産 683,187,401,1 319,689,247 374,497,163

  土地 293,632,311 293,632,311 0

  建物 499,445,199 125,057,926 374,497,163

その他の固定資産 802,572,461 952,181,482 150,609,911△

  構築物 133,085,03 273,415,91 959,560,11

  機械及び装置 871,324,4 072,047,4 290,713△

  車輌運搬具 689,258,2 640,907,3 060,658△

  器具及び備品 278,230,33 479,378,33 201,148△

  建設仮勘定 0 000,003,53 000,003,53△

  有形リース資産 766,660,6 308,927,9 631,366,3△

  権利 880,502 880,502 0

  ソフトウェア 086,681,1 044,118 042,573

  人件費積立資産 000,000,72 068,956,23 068,956,5△

  修繕積立資産 000,000,5 000,421,31 000,421,8△

  備品購入等積立資産 642,068,43 642,647,25 000,688,71△

  保育所施設・設備整備積立資産 000,000,91 000,007,77 000,007,85△

  差入保証金 061,76 061,76 0

流動負債 837,866,711 901,855,55 926,011,26

  事業未払金 272,204,03 881,560,6 480,733,42

  その他の未払金 159,908,23 000,021 159,986,23

  １年以内返済予定設備資金借入金 000,400,8 000,862,8 000,462△

  １年以内返済予定リース債務 612,916,2 612,916,2 0

  未払費用 085,395,22 077,815,22 018,47

  預り金 098,897,1 492,008,1 404,1△

  職員預り金 779,12 215,889,1 535,669,1△

  前受金 000,427 000,386 000,14

  賞与引当金 258,496,81 921,594,11 327,991,7

固定負債 404,089,301 657,202,511 253,222,11△

  設備資金借入金 000,932,001 000,979,701 000,047,7△

  リース債務 404,147,3 657,322,7 253,284,3△

負債の部合計 241,946,122 568,067,071 772,888,05

純　　資　　産　　の　　部

基本金 704,498,17 704,498,17 0

  第一号基本金 704,498,17 704,498,17 0

国庫補助金等特別積立金 698,115,836 646,272,334 052,932,502

その他の積立金 642,068,58 601,032,671 068,963,09△

  人件費積立金 000,000,72 068,956,23 068,956,5△

  修繕積立金 000,000,5 000,421,31 000,421,8△

  備品等購入積立金 642,068,43 642,647,25 000,688,71△

  保育所施設・設備整備積立金 000,000,91 000,007,77 000,007,85△

次期繰越活動増減差額 254,485,654 656,353,903 697,032,741

  （うち当期活動増減差額） 639,068,65 636,431,86 007,372,11△

純資産の部合計 100,158,252,1 518,057,099 681,001,262

　資産の部合計 341,005,474,1 086,115,161,1 364,889,213 　負債及び純資産の部合計 341,005,474,1 086,115,161,1 364,889,213

減価償却累計額　303,667,290円



別紙１

計算書類に対する注記（法人全体用）

 

１． 継続事業の前提に関する注記 

　　　　継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有りません。 

 

２． 重要な会計方針 

 

　　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

　　　　　・満期保有目的の債権等－償却原価法（定額法） 

　　　　　・上記以外の有価証券で時価の有るもの － 決算日の市場価格に基づく時価法 

　　　 

　　　（２）固定資産の減価償却の方法 

　　　　　・建物 構築物 機械及び装置 車輌運搬具 器具及び備品 － 定額法 

　　　　　・リース資産 

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

　　　　　　当法人に有価証券は有りません。　 

 

　　　（３）引当金の計上基準 

　　　　　・賞与引当金 

　　　　　　　夏期賞与の支給見込額のうち当期に所属する額及び対応社会保険料を計上しています。 

　　　 

３． 重要な会計方針の変更 

　　　　　該当なし 

 

４． 法人で採用する退職給付制度 

　　　　加入している退職共済制度は、次のとおりです。 

　　　　・確定拠出型退職給付制度 － 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度 

 

５． 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

　　　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっています。 

　　　　（１）法人全体の計算書類 

　　　　　　　（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式） 

　　　　　　　（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式） 

　　　　（２）拠点区分における拠点区分計算書 

　　　　　　　（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式） 

　　　　 

　　　　当法人は社会福祉事業のみを実施している為、以下の作成を省略しています。 

　　　　　　　（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式） 

　　　　 

　　　　（３）拠点区分におけるサービス区分の内容 

 

　　　　　　・ひだまり認定こども園拠点区分 

　　　　　　　「法人本部サービス区分」 

　　　　　　　「ひだまり認定こども園サービス区分」 

 

　　　　　　・絆保育園拠点区分 

　　　　　　　「絆保育園サービス区分」 

　　　　　　　「絆学童サービス区分」 

　　　　　　　「ひだまり学童サービス区分」 

　　　　　　 



　　　　　　・まほろば保育園拠点区分 

　　　　　　　 

　　　　　　・ライカム煌保育園拠点区分 

　　　　　　　 

 

６． 基本財産の増減の内容及び金額 

　　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。 

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 113,236,392 0 0 113,236,392

建物 629,750,521 386,930,874 25,136,401 991,544,994

　　　合計 742,986,913 387,026,778 25,232,305 1,104,781,386

 

７． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

　　 国庫補助金等特別積立金の取崩し　 

　　　該当なし 

 

８． 担保に供している資産 

　　　　担保に供されている資産は以下のとおりでです。 

建物（基本財産） 515,436,019円

　　　計 515,436,019円

 

　　　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりです。 

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 108,243,000円

　　　計 108,243,000円

 

９． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。 

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,166,146,095 174,601,101 991,544,994

建物 0 0 0

構築物 45,820,480 15,240,149 30,580,331

機械及び装置 5,374,454 951,276 4,423,178

車輌運搬具 7,720,001 4,867,015 2,852,986

器具及び備品 125,624,328 92,591,456 33,032,872

有形リース資産 19,754,240 13,687,573 6,066,667

合計 1,370,439,598 301,938,570 1,068,501,028

 

１０． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

　　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 25,946,228 0 25,946,228

未収金 31,455,286 0 31,455,286

未収補助金 36,625,136 0 36,625,136

 

 

１１． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

　　　　該当なし 

 

１２． 関連当事者との取引の内容 

　　　　該当なし 

 

１３． 重要な偶発債務 

　　　　該当なし 

 

１４． 重要な後発事象 



　　　　令和3年度よりライカム煌保育園開園 

 

１５． 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 

　　　　該当なし 

 

１６． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債 

　　　 及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

　　　　（１）会計処理上の見積方法の変更 － 該当なし 

　　　　（２）新たに採用した会計処理に関する事項 － 該当なし 

　　　　（３）勘定科目の内容について特に説明を要する事項 － 該当なし 

　　　　（４）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 － 該当なし 

 


